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＜参考＞

１．国際勧告等との関連

本標準は、ＩＴＵ－Ｔ勧告１９９３年版Ｇ．７７５に準拠したものである。

２．上記国際勧告等に対する追加項目等

2.1　オプション選択項目

なし

2.2　ナショナルマター項目

なし

2.3　その他

(1)　本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対して下記項目についての記述を削除している。

(a) 　2048kbit/s を１次群とする、通称 2M 系のディジタルハイアラーキインタフェースに関する LOS

及び AIS 規定。

　本項を削除した理由は、国内網間インタフェースに於いて、本インタフェースが使用されない

ためである。

(b) 　44736kbit/s に関する LOS 及び AIS 規定

　本項を削除した理由は、国内網間インタフェースに於いて、本インタフェースが使用されない

ためである。

(2) 　本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対して関連標準としてＪＴ－Ｇ７３３、７４３、７４６を追加

している。

　本項を追加した理由は、上記標準がＡＩＳ規定を国内標準として規定しているためである。

2.4　原勧告との章立て構成比較表

　上記国際勧告との章立て構成の相違を下記に示す。

ＴＴＣ標準 ＩＴＵ－Ｔ勧告 備　考
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４．工業所有権 

本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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１．概　要

　本標準は、JT-G702 に記述されたビットレートにおける JT-G703 に準拠した局内インタフェースでのＬ

ＯＳ、ＡＩＳの検出・解除の条件を規定している。この規定は新しく設計される装置に適用される。

　付録１では、本標準前に設計された装置における検出・解除条件の例を示している。

２．関連標準

　本標準に関連する標準は以下の通りである。

ＪＴ－Ｇ７０２ ディジタルハイアラーキビットレート

ＪＴ－Ｇ７０３ ハイアラーキ上のディジタルインタフェースの物理／電気的特性

ＪＴ－Ｇ７０４ １次群及び２次群ディジタルハイアラーキインタフェースにおける同期フレーム構

成

ＪＴ－Ｇ７３３ １５４４kbit/s　ＰＣＭ多重変換装置

ＪＴ－Ｇ７４３ ６３１２kbit/s　正スタッフ多重変換装置

ＪＴ－Ｇ７４６ ６３１２kbit/s　ＰＣＭ多重変換装置

ＪＴ－Ｇ７５２ 32064kbit/s,97728kbit/s,397200kbit/s, 正スタッフ多重変換装置

３．略　語

ＬＯＳ： 入力断 Loss of Signal

ＡＩＳ： 警報表示信号 Alarm Indication Signal

４．入力断(LOS) の検出・解除条件

4.1　1544kbit/s インタフェースにおけるＬＯＳの検出条件は、入力信号が 175±75 パルス連続で受信され

なかった場合である。

ＬＯＳの解除条件は、受信した 175±75 連続パルスに対し、入力信号が 12.5%平均パルス密度以上

となった場合である。

4.2　6312kbit/s インタフェースにおいて、Ｎ連続パルス（10≦Ｎ≦255)に対し、信号レベルが公称値より

35dB 以上低い場合にＬＯＳが検出される。
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　Ｎ連続パルス（10≦Ｎ≦255)に対し、信号レベルが公称値より９dB 低いレベル以上となった場合にＬ

ＯＳが解除される。

注）ＬＯＳ解除信号レベルは公称値より（最大ケーブル損失＋３ｄＢ）低いレベルに設定される。

ＬＯＳ検出信号レベルは最大漏話レベルより高いレベルに設定される。

図１／ＪＴ－Ｇ７７５　　ＬＯＳの検出・解除条件

（ＩＴＵ－Ｔ　Ｇ．７７５）

５．警報表示信号(AIS)の検出・解除条件

5.1　1544kbit/s インタフェースにおけるＡＩＳの検出条件は、入力信号“１”が 99.9%以上であるフレー

ムなし信号をＴms（T=3～75）以上検出した場合である。

ＡＩＳの解除条件は、入力信号中の“１”検出条件またはフレームなし信号検出条件が上記条件に

適合しない場合であり、このときＡＩＳはＴms（T=3～75）以内に解除される。

5.2　6312kbit/s インタフェースにおけるＡＩＳの検出条件は、連続する 3156 ビット（0.5ms に相当）の入

力信号中“０”が２個以下の場合である。

ＡＩＳの解除条件は、連続する 3156 ビットの入力信号中“０”３個以上の場合である。

5.3　32064kbit/s インタフェースにおけるＡＩＳの検出条件は、連続する 1920 ビットの入力信号中“０”

が２個以下の場合である。

ＡＩＳの解除条件は、連続する 1920 ビットの入力信号中“０”が３個以上の場合である。

5.4　97728kbit/s インタフェースにおけるＡＩＳの検出条件は、連続する 1152 ビットの入力信号中“０”

が２個以下の場合である。

ＡＩＳの解除条件は、連続する 1152 ビットの入力信号中“０”が３個以上の場合である。

公称値

最大ケーブル損失（６dB）9dB

３ｄＢ
35dB

ＬＯＳ解除

ＬＯＳ検出

信号復旧状態または信号断状態
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付録１

他の AIS 検出・解除条件

　以下は、この標準以前に設計された装置において採用されている AIS の検出・解除条件の例を示す。

　1544kbit/s インタフェースにおいて、以下の AIS 検出・解除条件が採用されている。

１）　連続する 24 フレーム（3ms/4632 ビット）中に“０”が１個以下のとき、AIS が検出される。

２）　連続する 24 フレーム（3ms/4632 ビット）中に“０”が２個以上のとき、AIS が解除される。
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